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児童相談所の設置状況・人員体制

児童相談所数 児童福祉司数 児童心理司数

平成21年4月1日現在※ 201 2,428 1,065

平成22年4月1日現在※ 205 2,477 1,108

平成23年4月1日現在 206 2,606 1,162

平成24年4月1日現在 207 2,670 1,193

平成25年4月1日現在 207 2,771 1,237

平成26年4月1日現在 207 2,829 1,261

※平成21年の児童相談所数については，平成21年5月1日現在
※平成22年の児童相談所数については，平成22年5月10日現在

提供：厚生労働省

�　犯罪被害者等に対する医療機関に関
する情報の周知

【施策番号67】
厚生労働省においては，医療機能情報提供

制度（P45【施策番号36】参照）を創設した
ことにより，犯罪被害者等を含む患者が，医
療に関する情報を得られ，適切に医療機関を
選択できるよう支援している。なお，同制度
により，犯罪被害者等を含む長期療養を必要
とする患者も同様に支援している。

�　犯罪被害者等の受診情報等の適正な
取扱い

【施策番号68】
ア　厚生労働省においては，医療機関等によ

る個人情報の適切な取扱いを確保する目的

で，「医療・介護関係事業者における個人
情報の適切な取扱いのためのガイドライ
ン」を定めており，併せて「個人情報保護
法」・「診療情報の提供等に関する指針」に
基づき，医療機関等に適切な対応を求めて
いる。また，「医療法」（昭和23年法律第
205号）に基づき設置されている都道府県
等の医療安全支援センターにおいては，患
者やその家族から個人情報の取扱いを含め
た医療に関する苦情・相談を受けた場合，
当該患者やその家族又は苦情・相談のあっ
た医療機関の管理者に対し，必要に応じて
助言を行うこととされている。保険者につ
いても，「健康保険組合等における個人情
報の適切な取扱いのためのガイドラインに
ついて」（平成16年12月27日保発第1227001
号）等の関連ガイドラインを通知し，適切
な対応を引き続き求めている。

【施策番号69】
イ　金融庁においては，犯罪被害者等の保険

利用に関する情報を始めとする個人情報の
取扱いに関し，保険会社に問題があると認
められる場合には，「保険業法」（平成7年
法律第105号）等に基づき，保険会社に対
する検査・監督において適切な対応を行っ
ている。

	2	 安全の確保（基本法第15条関係）

⑴　加害者に関する情報提供の拡充
【施策番号70】

ア　出所情報通知制度については，P8「1
　「再被害防止要綱」に基づく再被害防止
措置と出所情報通知制度」参照

犯罪被害者等が希望する場合に，検察官
が相当と認めるときは，犯罪被害者等に対

し，受刑者の釈放前に釈放予定に関する通
知を行っている。

本施策については，実施後13年経過した
ところであるが，各会議等において制度に
ついて周知を図り，実務担当者からも犯罪
被害者等に対して案内をしている。
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犯罪被害者等に対する出所情報通知状況

通知希望者数 通知者数

平成14年 264 125

平成15年 344 250

平成16年 622 440

平成17年 787 559

平成18年 1,135 779

平成19年 1,080 782

平成20年 855 663

平成21年 371 487

平成22年 391 490

平成23年 298 395

平成24年 300 361

平成25年 423 398

平成26年 414 338

合計 7,284 6,067

提供：法務省

【施策番号71】
イ　P8「1　「再被害防止要綱」に基づく

再被害防止措置と出所情報通知制度」参照

⑵　判決確定，保護処分決定後の加害者
に関する情報提供拡充の検討及び施策
の実施

【施策番号72】
検察庁においては，事件の処理結果，公判

期日，裁判結果等のほか，希望があるときは
不起訴裁定の主文，不起訴裁定の理由の骨子
等を通知する，全国統一の被害者等通知制度
を実施している。なお，平成19年12月から
は，同制度を拡充し，犯罪被害者等の希望に
応じて，判決確定後の加害者に関する処遇状
況等の情報について，検察庁，刑事施設，地
方更生保護委員会，保護観察所が連携して通
知を行っているほか，保護処分決定後の加害
者に関する処遇状況等の情報について，少年
鑑別所，少年院，地方更生保護委員会，保護
観察所が連携して通知を行っている。
「判決確定後の加害者に関する情報提供」

の内容として，加害者の受刑中の処遇状況に
関する事項，仮釈放審理に関する事項，保護
観察中の処遇状況に関する事項等について通
知している。

また，「保護処分決定後の加害者に関する

情報提供」の内容として，少年院送致処分又
は保護観察処分を受けた加害少年について，
犯罪被害者等の希望に応じて，少年院におけ
る処遇状況に関する事項，仮退院審理に関す
る事項，保護観察中の処遇状況に関する事項
等を通知している。

被害者等通知制度の平成26年の実施状況に
ついては，通知希望者数は，7万9,660人で
あり，実際に通知を行った延べ数は13万5,545
人であった。また，判決確定後の加害者に関
する情報のうち，刑の執行終了予定時期につ
いて延べ1万4,562件，刑事施設における処
遇状況について延べ1万6,933件，受刑者の
釈放について延べ2,572件，執行猶予の言渡
しの取消しについて延べ170件の通知がそれ
ぞれ行われた。

また，保護処分を受けた少年に関する情報
のうち，少年院での処遇に関する事項につい
て延べ246件，仮退院審理に関する事項につ
いて延べ117件，保護観察状況に関する事項
について延べ779件の通知がそれぞれ行われ
た。

法務省では，上記のとおり加害者に関する
情報提供拡充について取り組んできたとこ
ろ，第2次基本計画により，加害者の受刑中
の処遇状況に関する事項，仮釈放又は刑の執
行終了による釈放に関する事項及びこれに準
ずる事項，仮釈放審理に関する事項，保護観
察の開始に関する事項，保護観察中の処遇状
況に関する事項並びに保護観察の終了に関す
る事項について，また，保護観察処分及び少
年院送致処分を受けた加害少年についても，
少年院における処遇状況等に関する事項，仮
退院審理に関する事項，保護観察の開始に関
する事項，保護観察中の処遇状況に関する事
項及び保護観察の終了に関する事項につい
て，適切に情報提供を行うとともに，被害者
等通知制度の更なる充実について，通知制度
の運用状況や加害者の改善更生，個人のプラ
イバシーの問題等を総合的に考慮しつつ検討
を行い，3年以内を目途に結論を出し，必要
な施策を実施することとされた。
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上記検討の結果，平成26年4月1日から，
加害者の受刑中の刑事施設における処遇状況
に関する事項として，懲罰及び褒賞の状況
を，加害者の少年院在院中における処遇状況
に関する事項として，賞，懲戒及び問題行動
指導の状況を新たに通知することとした。

また，保護観察の開始に関する事項の一つ
として，従来から保護観察の終了予定年月を
通知してきたが，これを年月日まで通知する
ほか，保護観察の処遇状況に関する事項とし
て，特別遵守事項に基づき実施する特定の犯
罪的傾向を改善するための専門的処遇プログ
ラムの実施状況を新たに通知するなどの充実
を図った。

法務省における被害者等通知制度の実施状況

通知希望者数 通知者数

平成14年 47,690 76,691

平成15年 44,442 76,087

平成16年 45,967 75,877

平成17年 46,953 74,813

平成18年 50,504 76,377

平成19年 51,676 77,487

平成20年 55,330 91,818

平成21年 61,007 107,464

平成22年 62,993 114,996

平成23年 63,542 118,933

平成24年 67,750 122,376

平成25年 75,516 129,036

平成26年 79,660 135,545

合計 753,030 1,277,500

提供：法務省

⑶　犯罪被害者等に関する情報の保護
【施策番号73】

ア　法務省・検察庁においては，刑事訴訟法
に基づき，裁判所の決定があった場合，起
訴状の朗読等の訴訟手続を被害者の氏名等
を明らかにしない方法により行う制度や，
検察官が，証拠開示の際に，弁護人に対
し，被害者の氏名等がみだりに他人に知ら
れないようにすることを求める制度につい
て，円滑な運用に取り組んでいる。また，
会議や研修等の機会を通じて検察官等への
周知に努めている。

【施策番号74】
イ　警察庁においては，犯罪被害者等の実名

発表・匿名発表について，引き続き適切な
発表がなされるよう，都道府県警察の広報
担当者を招致した会議等を通じて，都道府
県警察を指導している。

○　総務省においては，平成16年に，関係省
令等を改正し，ドメスティック・バイオレ
ンス及びストーカー行為等の被害者の住民
票の写し等の交付等を制限する支援措置を
講じ，各市区町村において実施している。
その後，18年に，犯罪被害者等の保護の観
点も含め住民基本台帳の閲覧制度等の抜本
的見直しを行い，何人でも閲覧を請求でき
るという従前の制度を廃止し，個人情報保
護に十分留意した制度として再構築するた
めの住民基本台帳法の一部改正を行った。
20年には，同様の観点から，住民票の写し
等の交付制度を見直すための同法の一部改
正を行った。24年には，支援措置の対象に
ついて，ドメスティック・バイオレンス及
びストーカー行為等に加え，児童虐待及び
その他これらに準ずる行為を明示的に追加
する関係通知の改正を行った。

また，選挙人名簿の抄本の閲覧制度につ
いては，平成17年に，住民票の写し等の交
付等に関する関係省令等の改正を踏まえ，
ドメスティック・バイオレンス及びストー
カー行為等の加害者から，支援対象者が記
載されている選挙人名簿の抄本の閲覧申立
てがあった場合は拒否するなどの留意事項
について通知した。その後，18年には，閲
覧事項を不当な目的に利用されるおそれが
あるなど市町村選挙管理委員会が閲覧を拒
むに足りる相当な理由があると認めるとき
は閲覧を拒否できるとするなど，個人情報
保護に配慮した規定の整備を内容とする公
職選挙法の一部改正を行った。さらに，そ
の厳格な取扱いについて21年，27年にも周
知徹底を行っている。
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▶
私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する
法律について

平成26年11月27日，私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（平成26年法
律第126号）（いわゆる「リベンジポルノ防止法」）が成立しました。
この法律は，私事性的画像記録の提供等を処罰するとともに，特定電気通信役務提供者の損

害賠償責任及び発信者情報の開示に関する法律（平成13年法律第137号）（以下「プロバイダ責
任制限法」という。）の特例等について定めることにより，個人の名誉及び私生活の平穏の侵
害による被害の発生又はその拡大を防止することを目的としています。
下記2については平成26年12月17日から，下記3については26年12月28日から施行されてい

ます。

1　定義
「私事性的画像記録」とは，性交又は性交類似行為に係る人の姿態や，衣服の全部又は一部
を着けない人の姿態であって，殊更に人の性的な部位が露出され又は強調されているものであ
り，かつ，性欲を興奮させ又は刺激するものなど，人の性的な姿態が撮影された画像に係る電
磁的記録その他の記録をいい（第2条第1項），「私事性的画像記録物」とは，そのような画像
を記録した写真や記録媒体等の有体物をいいます（同条第2項）。ただし，いずれも，撮影対
象者において，第三者が閲覧することを認識した上で，任意に撮影を承諾し又は撮影をした画
像に係るものは除外されます。

2　罰則
私事性的画像記録の提供等の行為は，名誉毀損罪（刑法第230条），わいせつ物頒布等の罪

（同法第175条）や児童ポルノ禁止法違反の罪など，既存の犯罪に該当する場合もあると考えら
れますが，これらの規定により，処罰すべき行為の全てに対応できるとは言い切れず，処罰の
間隙となる部分が生ずるおそれがあったことから，本法においては，そのような間隙をカバー
するものとして，次のような罰則が新設されました。
○　第三者が撮影対象者を特定することができる方法で，電気通信回線を通じて私事性的
画像記録を不特定多数の者に提供した者や，私事性的画像記録物を不特定多数の者に提
供し，又は公然と陳列した者に対しては，3年以下の懲役又は50万円以下の罰金（第3
条第1項，第2項）

○　上記の行為をさせる目的で，電気通信回線を通じて私事性的画像記録を提供し，又は
私事性的画像記録物を提供した者に対しては，1年以下の懲役又は30万円以下の罰金（同
条第3項）

これらの罰則は，撮影対象者の性的プライバシーを保護することを目的とするものですが，
公訴が提起された場合には，裁判手続を通じて更なるプライバシー侵害が生じるおそれがある
ことから，被害者等による告訴がなければ公訴を提起することができないこととされています
（同条第4項）。

3　プロバイダ責任制限法の特例
私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律の第4条にプロバイダ責任制限法

の特例が設けられています。
具体的には，私事性的画像記録に係る情報がインターネット上に流通することによって名誉

又はプライバシーを侵害されたとする人から，プロバイダが削除の申出を受け，当該情報の発

コラム1１
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⑷　一時保護場所の環境改善等
【施策番号75】

ア　P42【施策番号23】参照
【施策番号76】

イ　P42【施策番号24】参照

⑸　警察における再被害防止措置の推進
【施策番号77】

P8「1　「再被害防止要綱」に基づく再
被害防止措置と出所情報通知制度」参照

⑹　警察における保護対策の推進
【施策番号78】

警察においては，暴力団による犯罪の被害
者や暴力団との関係を遮断しようとする事業
者等に対する危害行為を防止し，その安全確
保の徹底を図るため，組織の総合力を発揮し
た保護対策を実施している。

保護対策実施要綱に基づき指定した身辺警
戒員（略称「PO」（Protection Officer））に
対する教養訓練を強化するとともに，防犯カ
メラ等必要な装備資機材の拡充，民間警備業
の活用にも努めている。

⑺　保釈に関しての犯罪被害者等に対す
る安全への配慮の充実

【施策番号79】
法務省・検察庁においては，加害者の保釈

に関し，検察官が，犯罪被害者等から事情を
聞くなどによりその安全確保を考慮して裁判
所に意見を提出するほか，保釈申請に対する
結果について犯罪被害者等に連絡するなど，

適切な対応に努めている。また，会議や研修
等の様々な機会を通じて検察官等への周知に
努めている。

⑻　配偶者等からの暴力被害者の安全確保
の強化についての検討及び施策の実施

【施策番号80】
第2次基本計画により，配偶者等からの暴

力の被害者の安全確保策を強化することにつ
いて検討し，3年以内を目途に結論を出し，
必要な施策を実施することとされた。

平成25年6月に配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護等に関する法律（平成13年法
律第31号。以下「配偶者暴力防止法」とい
う。）が改正され，生活の本拠を共にする交
際（婚姻関係における共同生活に類する共同
生活を営んでいないものを除く。）をする関
係にある相手からの暴力及びその被害者につ
いても同法の適用対象となったことに伴い，
同法に基づく基本方針について，所要の規定
の整備を行うとともに，警察における被害者
の意思決定を支援する手続や保護命令制度の
適切な運用の実現のための施策等について規
定するなどの改正を行った。同法及び同基本
方針は26年1月3日に施行された。

内閣府においては，保護命令制度の実態と
それを取り巻く状況等の分析のため，関係省
庁と協力して，配偶者暴力相談支援センター
を対象にアンケート調査を実施し，男女共同
参画会議の下の女性に対する暴力に関する専
門調査会では，配偶者からの暴力の防止等に
関する対策の実施状況のフォローアップを

信者に対して削除に同意するか否かについて照会し，照会から2日を経過しても発信者から削
除に同意しないという回答がない場合，当該情報を削除したプロバイダは損害賠償責任を負わ
ないことが規定されています※。
また，当該画像又は動画を撮影された人が亡くなっている場合，その人の「配偶者，直系の親
族又は兄弟姉妹」であれば，プロバイダに当該情報の削除の申出ができることとされています。

※　プロバイダ責任制限法では，発信者への削除に関する照会期間を「7日」としています。
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行った。
警察では，配偶者からの暴力事案等に一元

的に対応するための体制を全国の警察本部に
確立し，迅速かつ的確な対応の徹底を図って
いるほか，被害者に対し事案の危険性や警察
の執り得る措置等を分かりやすく説明する

「被害者の意思決定支援手続」や事案の危険
性等を判定する「危険性判断チェック票」を
導入するなど被害者の安全の確保を最優先と
した対応を行っている。

法務省入国管理局においては，配偶者から
の暴力による被害者である外国人に対し，関
係機関と連携して被害者の身体の保護を確実
なものにする一方，配偶者からの暴力の被害
のために別居を余儀なくされたり，提出資料
が用意できない被害者から，在留期間更新許
可申請又は在留資格変更許可申請があった場

合には，被害者本人の意思及び立場に十分配
慮しながら，個々の事情を勘案し，人道上の
観点から適切に対応している。また，配偶者
からの暴力の被害を要因として不法残留等の
出入国管理及び難民認定法違反となっている
場合も，個々の事情を勘案し，人道上の観点
から適切に対応している。

婦人相談所においては，配偶者暴力防止法
に基づき，配偶者暴力相談支援センターの機
能を担い，配偶者からの暴力被害者・同伴す
る家族を自ら一時保護したり，婦人保護施設
等への一時保護委託を実施している。

加えて，配偶者からの暴力被害者等が入所
する婦人保護施設については，夜間警備体制
の強化を図るとともに，心理療法担当職員や
同伴児童のケアを行う指導員の配置を進めて
いる。

⑼　再被害防止に向けた関係機関の連携
の充実

【施策番号81】
ア　警察においては，配偶者等からの暴力事

案に対し配偶者暴力相談支援センターなど

関係機関・団体と連携した被害者支援を講
ずるなど，犯罪被害者等の立場に立った適
切な対応を図っている。

人身取引事犯の被害者については，その
適切な保護がなされるよう関係機関・団体

▶
支援の現場から②（平成26年度中における地方公共団体職員
の犯罪被害者支援取組例の紹介）

B市では，DV被害者に対する支援を行った。
被害者方は夫婦，子供2人の4人家族であった。
B市に対して，被害者である妻から，夫からの身体的・精神的暴力についての相談があった。夫
からの暴力は日常的に行われており，妻は「自分さえ我慢すればいい」と耐えている状況であった。
B市の相談員は，被害者の気持ちに寄り添い，警察との連携を含めた支援を行っていた。そ

うしていたところ，ある日，身の危険を感じた被害者が夫の暴力から逃れるため，警察を通じ
て保護施設へ緊急避難した。しかし，子供を残してきたことと，夫が謝罪し，反省しているこ
とを受け，自宅へ帰った。
ところが，2～3週間経つと，夫から被害者への暴力が再開した。夫の暴力は，妻の実家等

へも及び，命を脅かす危険な行動となっていった。
B市では，妻の気持ちと身の安全を最優先に考え，警察や庁内各関係機関と連携し，妻と子

供たちを安全な場所へと一時避難させた。また，生活保護を受給せず自立した生活を送りたい
という被害者の意思を尊重し，今後，安定した生活を送ることができるよう，関係機関の協力
を得て，就労支援等を行った。

コラム１2
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と連携を図るとともに，犯罪被害者等が人
身取引の被害を訴えることが容易となるよ
うリーフレット約28万部を作成し，関係省
庁，在京関係国大使館，関係国在外公館，
NGO等の犯罪被害者等の目に触れやすい
場所に広く配布したほか，人身取引事犯の
広報啓発用映像ソフトを作成し，ホーム
ページに掲載している（http://www.npa.
go.jp/safetylife/index.htm#hoan）。また，
平成26年7月，人身取引に関係する国の在
京大使館・国際機関・NGO等を集めてコ
ンタクトポイント会議を開催し，人身取引
被害者の発見・保護等に関する意見交換を
行うなどした。さらに，人身取引事犯等の
被害者となっている女性等の早期保護を図
るため，警察庁の委託を受けた民間団体
が，市民から匿名で事件情報の通報を受
け，これを警察に提供して，捜査等に役立
てる「匿名通報ダイヤル」を，19年10月か
ら運用している。なお，「平成26年中にお
ける人身取引事犯の検挙状況等について」
の広報資料をホームページに掲載している

（http://www.npa.go.jp/safetylife/hoan/
h26_zinshin.pdf）。

児童虐待の被害者については，街頭補
導，少年相談等様々な活動の機会を通じ，
その早期発見と児童相談所への確実な通告
に努めている。また，各都道府県警察にお
いては，国民に児童虐待事案の通告・通報
を促すためのリーフレットを広く配布して
いるほか，平成22年2月から「匿名通報ダ
イヤル」の対象に児童虐待事案を追加し，
運用している。さらに，都道府県知事・児
童相談所長による児童の安全確認や一時保
護，立入調査を円滑化するための援助を実
施するとともに，要保護児童対策地域協議
会（子どもを守る地域ネットワーク）等へ
積極的に参加するなど，学校，児童相談所
等の関係機関との情報交換や連携強化に努
めている。

匿名通報ダイヤル

転載：政府広報オンライン

厚生労働省においては，配偶者からの暴
力（DV）の被害者，人身取引の被害者等
の保護に関しては，婦人相談所と警察や児
童相談所等の関係機関との連携が不可欠で
あることから，その充実を図っている。特
に，配偶者からの暴力被害者の保護と支援
については，関係機関相互の共通認識・総
合調整が必要不可欠であることから，連携
を強化するためのネットワークの整備に係
る費用を補助している。

具体的には，婦人相談所は，配偶者から
の暴力被害者の相談，保護，自立支援にお
いて，警察や福祉事務所等の関係機関との
連携を図るため，連絡会議や事例検討会議
を開催するとともに，事例集や関係機関の
役割等の内容を掲載したパンフレットを作
成し，関係機関に配布している。

児童相談所においては，触法少年・ぐ犯
少年の通告，棄児，迷子，虐待を受けた子
供など要保護児童の通告等について，警察
と連携を図っている。

【施策番号82】
イ　警察庁・文部科学省においては，警察と

学校等関係機関の通報連絡体制の活用，要
保護児童対策地域協議会（子どもを守る地
域ネットワーク）の活用，加害少年やその
保護者に対する指導等の一層の充実を図
り，再被害の防止に努めている。

警察においては，非行や犯罪被害等個々
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の少年の抱える問題行動に応じた的確な対
応を行うため，学校，警察，児童相談所等
の担当者からなる「少年サポートチーム」
を編成し，それぞれの専門分野に応じた役
割分担の下，少年への指導・助言を行って
いる。平成26年度においても，少年サポー
トチームの効果的な運用等連携を図るた
め，警察庁と文部科学省と合同で，都道府
県警察，関係機関・団体の実務担当者に対
する協議会を実施した。

文部科学省においては，各教育委員会に
対し，学校と警察が連携し，児童生徒の問
題行動に対応できるよう，会議の場や通知
等で促している。

また，要保護児童等に関し，「要保護児
童対策地域協議会設置・運営指針」を踏ま
え，虐待を受けている子供を始めとする要
保護児童の適切な保護を図るための関係機
関との適切な連携について教育委員会等へ
周知している。

⑽　児童虐待の防止，早期発見・早期対
応のための体制整備等

【施策番号83】
ア　警察においては，児童虐待防止対策に従

事する職員，検視の専門官，少年補導職員
等に対し，早期に児童虐待を発見するため
の観点や，関係機関との連携の在り方，カ
ウンセリング技術等について指導・教育を
行うなど，児童虐待防止に関する専門的な
知識・技能の向上のための教育を実施して
いる。

警察庁においては，平成22年2月から
「匿名通報ダイヤル」の通報対象に児童虐
待事案を追加するとともに，24年4月，

「児童虐待への対応における取組の強化に
ついて（通達）」を発出し，児童虐待対策
の中核である児童相談所との一層緊密かつ
適切な連携や警察における的確な対応の徹
底について，各都道府県警察に指示するな
どして，児童虐待の早期発見・早期対応に
努めている。

【施策番号84】
イ　文部科学省においては，平成24年3月29

日付けで，児童虐待の速やかな通告を推進
する上で留意すべき事項を整理した「児童
虐待に係る速やかな通告の一層の推進につ
いて」を通知し，取組の充実を求めてい
る。

平成26年度においても，児童虐待等の問
題へ対応するため，教育分野に関する知識
に加えて，社会福祉の専門的な知識・技術
を用いて児童生徒を支援するスクールソー
シャルワーカーを，各地域の実情に応じて
学校等の教育機関に配置する地方自治体の
取組に対して補助を行っている。

また，平成26年度は，「いじめ対策等生
徒指導推進事業」において，児童虐待等の
問題を抱える児童生徒に対する効果的な支
援について，子供の状況の把握の在り方，
関係機関とのネットワークを活用した早期
からの支援の在り方等の観点から，調査研
究を実施している。

さらに，都道府県・政令指定都市教育委
員会に対し，生徒指導担当者の会議等にお
いて，継続的に児童虐待防止対策を取り上
げ，通告義務の周知徹底等に取り組むよう
指導を行うとともに，教育機関と児童相談
所の職員による合同研修への積極的な参加
を促すなどにより，児童虐待の早期発見・
早期対応のための体制の整備に努めてい
る。

【施策番号85】
ウ　厚生労働省においては，児童虐待の発生

予防に関しては，生後4か月までの乳児が
いる全ての家庭を訪問し，子育て支援に関
する情報提供や養育環境等の把握，育児に
関する不安や悩みの相談等の援助を行う

「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤
ちゃん事業）」や，養育支援が特に必要で
あると判断される家庭に対して，保健師・
助産師・保育士等が居宅を訪問し，養育に
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関する相談に応じ，指導，助言等により養
育能力を向上させるための支援を行う「養
育支援訪問事業」，子育て中の親子が交
流・相談できる「地域子育て支援拠点事
業」の推進，妊娠期から子育て期にわたる
まで様々なニーズに対して総合的相談支援
を提供するワンストップ拠点「子育て世代
包括支援センター」の整備等，相談しやす
い体制の整備等を進めている。早期発見・
早期対応に関しては，虐待に関する通告の
徹底，児童相談所の体制強化のための児童
福祉司の確保，市町村の体制強化，専門性
向上のための研修やノウハウの共有，「要
保護児童対策地域協議会（子どもを守る地
域ネットワーク）」の機能強化を進めてい
る。保護・自立の支援，保護者への支援に
関しては，社会的養護の質・量の拡充，家
族再統合や家族の養育機能の再生・強化に
向けた取組を行う保護者支援の推進等の取
組等を進めている。

また，平成21年10月から運用を開始して
いる児童相談所全国共通ダイヤル（0570-
064-000）について，覚えやすい3桁番号
にすることで，より広く一般に周知し，児
童虐待を受けたと思われる子供を見つけた
時等に，ためらわずに児童相談所に通告・
相談ができるように，27年７月１日から，
これまでの10桁番号から３桁番号（189）
に変更し，運用を開始する。

児童相談所全国共通ダイヤル

提供：厚生労働省

平成24年4月より，児童虐待の防止等を
図り，児童の権利利益を擁護する観点か
ら，親権の停止制度を新設し，法人又は複
数の未成年後見人を選任することができる
ようにするなどの措置を講ずるための改正
民法等が施行されるとともに，里親委託中
等の親権者等がいない児童の親権を児童相
談所長が行うこととすることや，児童の福
祉のために施設長等がとる監護等の措置に
ついて親権者等が不当に妨げてはならない
こととするなどの措置を講ずるための改正
児童福祉法が施行されている。

平成24年及び25年には，「『要保護児童対
策地域協議会』の実践事例集」を発出し，
要保護児童対策地域協議会の活用促進・機
能強化を図っていけるよう，同協議会を積
極的に活用している自治体の取組事例を紹
介しているほか，児童相談所や市町村が医
療機関と連携するに当たり留意すべき事項
を周知する「児童虐待の防止等のための医
療機関との連携強化に関する留意事項につ
いて」（通知）や，要支援児童及び特定妊
婦の把握や支援に関する留意事項を示した

「養育支援を特に必要とする家庭の把握及
び支援について」（通知）等を発出し，関
係機関が連携して適切な対応を行うことを
推進している。

また，児童虐待への対応に関し，通告・
相談への対応や調査，児童や保護者への支


